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研究成果の概要（和文）： 日本海A海域ズワイガニ漁業を対象に，その漁業管理について聞き取り調査を行っ
た。当該漁業はTACが決定されると予め設定された過去3年間の実績を基に各府県に配分される。しかし，それよ
りも漁業者の自主規制が1964年より開始されており，実際には決定された府県別割当を自主的管理に変換してい
る。また北部太平洋海区の大中型まき網漁業において導入された試験的IQの初年度（2014年度）を対象とし，従
来の自主管理からの経緯を踏まえると，当該漁業においても自主的管理の重要性が浮き上がった。
　日本の漁業管理において，業界団体を中心として決定される漁業者の自主的管理が上手く機能していることが
明らかにななった。

研究成果の概要（英文）： We studied about fishers’ own rules and possibility of introducing IQ into
 some fisheries in Japan. We focused on snowcrab fishery in Western Japan Sea area and large and 
medium-scale purse seine fishery of mackerel in the North Pacific. We made interviews with snowcrab 
fishers in the area. Fishery Agency decides TAC for this fishery every year. After that, TAC is 
allocated to prefectures based on 3 years of previous catches. But more importantly, fishers 
negotiate their own rules. This negotiation started in 1964 and fishers convert allocated TAC to 
their own rules, which are fishing seasons, size of crabs, and numbers of crabs per trip. We also 
made research into trial IQ system for large and medium-scale purse seine fishery of mackerel in the
 North Pacific. Under this trial IQ system, fishers made very complicated rules including IQ per 
vessel and per month. 
 Fishers’ own rules are one of the strong characteristics of some Japanese fisheries.

研究分野： 漁業経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　新しい法律では，TAC対象魚種には原則としてIQを導入されると規定されている。しかしIQは漁業管理の一手
法でしかないし，洋上投棄などの問題も懸念されている。日本海西部海域のズワイガニ漁業では漁業者の自主的
管理が1964年から行われており，漁期中にも自主的管理の交渉は行われ，細かい規則により効率的な漁業管理が
行われていることが明らかになった。一方の北部太平洋まき網漁業（サバ類）でも，自主的IQの下で個別の船別
IQや月別IQといった非常に細やかな漁業者の自主的IQが機能している
　2つの事例を分析を通じてIQによる漁業管理が本当に必要かつ効率なのか，その問題点を明らかにした点で社
会的意義が大きい。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
我が国において総漁獲可能量（TAC）を定め，それを各漁業者に割り当てる個別割当（IQ）の導
入に関して，水産業改革高木委員会（2007）の提起に始まり，様々な議論が行われていた。研究
の開始時には，議論はやや下火になっていたものの日本でも IQ の導入の可能性を探ることは有
意義だと判断した。しかし，それは漁業者が運用に深く関わる「日本型 IQ」であると想定した。 
２．研究の目的 
「日本型 IQ」を探るために，IQ による漁業管理に漁業者がどの程度関わり得るかの検討，及び
わが国の特質を踏まえた漁獲枠調整の要因・仕組みの解明に取り組み，最終的にはわが国の漁業
管理制度が持つ特有の状況を踏まえた「日本型 IQ」の具体的内容，運用方法，「日本型 IQ」に
よる漁業管理が成功するための素地を抽出することを目的とした。 
３．研究の方法 
研究対象として，第一に古くから自主的な漁業管理が行われている日本海 A 海域（石川県沖か
ら島根県沖）のズワイガニ漁業を対象とし，第二に「試験的 IQ」が 2014 年から実施されている
北部太平洋まき網漁業（うちサバ類）を対象とした。漁獲データも当然のことながら用いたが，
漁業者や漁業者を統括する業界団体への聞き取り調査を実施した。 
４．研究成果 
（1）ズワイガニの漁業管理 
 日本海 A（西部）海域の大臣管理のズワイガニ漁業を対象に，その漁業管理について全国的な
業界団体（全国底曳網漁業連合会）や各県の漁業者 15 名に複数回聞き取り調査を行った。 
ある年度の TAC が 5 月の水産政策審議会で決定されると，その TAC は予め設定された過去

3 年間の実績を基に各府県に配分される。しかし，漁業者への聞き取り調査においてこの府県別
割当や自分の漁獲実績を量で把握している人はいなかった（金額は把握）。それよりも当該海域
では，漁業者の自主規制が 1964 年より開始されており，実際には決定された府県別割当を自主
的管理（漁期，漁獲物の大きさ，航海辺りの漁獲尾数）に変換している。 
 2018 年 10 月現在の省令と漁業者の自主的管理をまとめたのが下記の図である。なお，当該
海域のズワイガニは 2018 年度に 5 月にいったん決まった TAC が 10 月に変更されたり，漁期
中に TAC の消化率が急速に上がったりしたため（但し，最終的な消化率は 100％未満である），
現在投稿中の論文で詳細に分析しているため，ここでは公表しない。 
 

表１ ズワイガニ漁業の省令と自主規制（色つきが自主規制） 
  
 各府県によって異なるものもあるが，多くの規制において省令よりも厳しいものが設定され
ている。これを漁業者は，当該年の 7 月末頃から 10 月に向けて，各港，各府県，当該海域と段
階を経て交渉するしくみが既に存在しているのである。 
 このような日本海 A 海域のズワイガニの漁業管理における漁業者の自主的規制の状況をみる
と IQ の導入の必要性に疑問が生じる結果となった。 



 
(2) 北部太平洋まき網漁業（サバ類）の管理 
北部太平洋海区大中型まき網漁業（以下，北まき）における操業ルールに着目し，2014 年に

開始された試験的 IQ 下での自主的管理と漁業管理上の影響を明らかにした。この運用過程にお
いて，業界団体（北部太平洋まき網漁業協同組合連合会）を仲立ちとして，漁業者は IQ と同時
に月別 IQ も導入している。その結果として、月別 TAC による漁獲抑制効果及び漁獲物確保の
平等性がうかがえるとともに，操業における漁場秩序の船頭通信士会の役割が 1953 年にまで遡
ることが明らかになった。 
北部太平洋まき網漁業における自主的規制の複雑さを表すのが下記の図である。 

表２ 北部太平洋まき網漁業の自主的管理 
  

2019 年度に着目すると，11 月 1 日～3 月 31 日が「7,500 トン」となっている，これはこの期
間は，1 ヶ統辺り 7,500 トン／月の割当であることを示している。さらに，北部太平洋を根拠地
としている船の他にも他海区を根拠地としている船があり（他海区併有船），他海区併有船は 11
月 1 日～3 月 31 日までしか当該海域で操業しない。そのため，前半 2 ヶ月と後半 3 ヶ月をそれ
ぞれ 3,750 と分けているのである。 
さらに例えば，10 月 1 日～10 月 31 日は 1 ヶ統辺り 2,000 トン／月と示されている。このよ

うに魚群の回遊状況，TAC の消化率に応じて毎月の割当が決められていくため，毎月の割当と
1 ヶ統ごとの割当を合算しても TAC とは一致しない。 
 こうしたルールにつき，試験的 IQ の初年度（2014 年度）を対象とし，従来の自主管理からの
経緯を踏まえると，自主管理のルールがその決定者である漁業経営者らのみならず，併有船にも
遵守されていることを明らかにした。このことから，自主的管理の把握の重要性が浮き上がった。 
 新漁業法の下では，政府による管理を強化する方針も打ち出されている。実際には日本の漁業
管理において，漁業者の自主的管理が上手く機能していることが明らかになり，新漁業法の下で
の漁業者の自主的管理の位置づけを問うことの必要性を導出した。 
 
（4）カナダの事例 
 2018 年 9 月には研究代表者がこれまで 10 回渡航し，現地調査を行って来たカナダの
Newfoundland 島の北端にある St. Anthony で現地調査（漁業者への聞き取り調査）を実施し
た。これに先立ち，州都 St. John’s では，連邦政府漁業海洋省と漁業者が全員加盟しているユニ
オン（漁業者団体）にて聞き取り調査を行った。その結果，カナダのユニオンは IQ に強く反対
していることが明らかになった。主な理由は IQ がなし崩し的に ITQ になる状況が太平洋岸で
起こっており，実際に漁業に従事する漁業者が ITQ 保有者に多額のリース料を支払わなければ
ならないとのことであった。 
 しかしながら，カナダの漁業者自身の IQ に特に反対している訳でもなかった。もとより，IQ



はズワイガニ漁業にのみ導入されているからである。しかしながら，カナダにおいて漁業者によ
る自主的管理は，本調査では確認出来なかった。カナダの漁業管理は，ほぼ数量管理のみである
が，それも目的によって使い分けられていることが明らかになった。その概要は以下の通りであ
る。 
 沖合の企業経営のエビ漁業では政府によって企業ごとに割当が配分されるが，沿岸の自営漁
業によるエビ漁業では，漁業者団体による個別割当（CAP）が採られている。 
タラは，最近になって資源増加が期待されており，週別の漁獲量制限が採られている。塩干物と
してスペインやポルトガルに安価で輸出しているが，北米において生鮮で流通させることを目
指している。そのため，加工能力に見合った水揚げを実現し，漁業と加工業の安定かつ着実な成
長を図っているところである。 
カラスガレイは，ライセンス保持者（かつ漁獲申請者）に対して，実際に従事する者が少ない

漁業である。そこで，漁期を前半 2 週間と後半 2 週間に分けて管理している。前半は漁獲申請
者に漁獲可能量を平等割し，後半は希望者の中から実際に従事出来る人をくじ引きで選んで漁
獲可能量を配分している。 
 
（5）新しい漁業法の成立 
 2018 年 12 月には，70 年ぶりの漁業法の大改正が行われた（以下，新しい漁業法）。研究代表
者は，2015 年 8 月から水産政策審議会企画部会と資源管理分科会の委員を務めていたため，水
産庁の制度改革を比較的近くで見ており，特に漁業管理（水産庁は「資源管理」としている）に
ついては議論にも積極的に参加した。 
 2018 年 6 月 1 日に「水産制度の改革」が公表され，その後ほぼ半年で膨大な量の条文が改正・
追加されたため，実際には深い検討は行われていない。なお，新しい漁業法は 2020 年 12 月 13
日までに施行されることとなっている。新しい漁業法について本研究との関わりで最も注目さ
れるのは，TAC 対象魚種には原則として IQ が導入されることが規定された点である。本研究を
開始した時点では，「概念としての IQ」としての取り扱いであり，万が一日本で導入されること
があったとしても，法律ではなく省令レベル，政策レベルと予測していたため，意外な展開であ
った。 
 新しい漁業法の下で， 太平洋のサバ類（まき網漁業）は最も早く IQ が導入されると推測さ
れる。その理由は，IQ 導入に先立って複数回開催されることになっている水産庁主催の「資源
管理方針に関する検討会」が既に開催されていること，2014 年度から試験的 IQ を導入してい
る実績があることである。 
 しかしながらサバ類においても，IQ の基になる実績等の考え方については，新漁業法にある
ような単純なものではなく，業界団体が練りに練った独自の方法を用いることが予測され，ある
程度の実践的な形となるまでに数年間はかかるとされている。 
 ズワイガニ漁業に IQ を入れるのは無理があり，また入れる必要もないと考えられる。しかし
ながら，法律で規定されている以上，今後「IQ を入れるべきか」という議論は行われるのであ
り，「導入しないこと」を決定する過程の考察・分析は，漁業管理の本質を知る上でサバ類とは
逆の意味で非常に意義深い。 
 このサバ類とズワイガニの IQ 導入に関する比較研究は，業界団体を仲立ちとして漁業者が自
主的管理を行うという日本の漁業管理の特徴を明らかにする上で意義深い。 
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